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■実施する主な事業
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（第5次総合計画 前期基本計画 78-80 ページ）

政策名 5 まちと人の安全・安心のために。（安全・安心）
市民一人ひとりや地域、行政が一丸となって防災・減災に取り組むことで、災害に対する
強靭な基盤ができている。

施策名 20 災害対策の強化

概要 総合戦略

①ー１ 地域防災対策計画関連事業
災害対応のための計画・マニュアルの改正・策定を行います。また、訓練の実施により市職員の災
害対応能力の向上を図ります。

●

ＳＤＧｓ該当分野

① 災害時緊急体制の確立

災害が発生した状況においても、各々が適切な対応・行動を取り、円滑な初動対応・迅速な復旧
活動を行えるよう、市職員 の災害対応能力の向上を図るとともに、消防団・自主防災組織との
連携を強化します。 また、避難所の生活環境の向上を図ります 。

№ 名称

② 防災・減災対策の強化

①ー２ 防災用品等備蓄事業
女性や要配慮者等への対応、また、新型コロナウイルスを含んだ未知の感染症等の対策を考慮し
ながら、 非常食や生活必需品等の災害用備蓄品を管理するとともに、避難所の良好な生活環境
を確保するための資機材の整備を進めます。

●

指標名 単位 算出方法（指標説明）
計画当初 目標値 前年度実績値 今年度の進捗

担当所管
（R1） R６ R１０ R１４ （R４） 目標値

中間値
（９月末）

実績値
（年度末）

目標達成度
（当該年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

局地的豪雨による浸水被害や洪水時の被害を軽減する事業を推進するとともに、市民の意識
高揚を図り、災害に強いまちづくりを進めます。

№ 名称 概要

95 96.6 94.5 99.5% 126.0% 生活安全部
危機管理課

総合戦略

②ー１ 住宅耐震化啓発支援事業
耐震改修工事補助や耐震診断の制度充実を図るとともに、広報等で市民へ周知し、住宅耐震化
の促進を図ります。

●

災害用備蓄充足率 ％
想定避難者数に対する食糧備蓄率・飲料水備蓄率・毛布備蓄
率、指定避難所数に対するポータブル発電機備蓄率の平均値

56 75 90 100 94

②ー２ 浸水対策事業 市管理河川や水路および道路構造を改良する対策事業を実施します。 ●

②ー３ 大和川流域総合治水対策事業 ため池を活用した貯留施設の整備を計画的に進めます。 ●

指標名 単位 算出方法（指標説明）
計画当初 目標値 前年度実績値

住宅耐震化率（耐震シェルター含む） ％ 耐震性を有する住宅の数／住宅総数 90 94 96 98 －

今年度の進捗

（R1） R６ R１０ R１４ （R４） 目標値
中間値

（９月末）
実績値

（年度末）

ー ー ー ー ー 都市創造部
都市計画課

目標達成度
（当該年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

担当所管

100.0% 都市創造部
土木課

ため池治水対策率 ％ 対策量／大和川総合治水対策協議会における計画対策量 40 53 58 60

192 142 142 142 142 100.0%
浸水常襲地域内における家屋浸水解消戸
数

戸
減災対策（対策対象戸数全２９８戸）により浸水被害が解消され
た家屋戸数（累計）

142 142 175

都市創造部
土木課

③ 消防団体制の充実

全国的に消防団員が減少傾向にある中 で、消防団の人員を確保し、資機材を充実させること
で、地域防災力の中核として活動する消防団の機動力を強化します。

№ 名称 概要 総合戦略

③ー１

52 52 52 52 100.0% 98.1%

消防団活性化事業
消防団の活動や重要性を広報紙やＨＰ等で発信し、消防団に対して、より一層の理解促進を図り
ます。

●

担当所管
（R1） R６ R１０ R１４ （R４） 目標値

中間値
（９月末）

実績値
（年度末）

目標達成度
（当該年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

133 132

指標名 単位 算出方法（指標説明）
計画当初 目標値 前年度実績値 今年度の進捗

④ 自主防災力の向上

防災に関する情報提供や訓練の実施支援等を通じて、地域の自主防災力を強化し、自助・共助
による災害対応能力の向上を図ります。

№ 名称 概要

131 131 99.2% 99.2% 生活安全部
危機管理課

総合戦略

④ー１ 防災意識啓発事業
出前講座の実施や防災訓練の実施支援等を継続して行います。また、防災リーダーの育成支援、
各地域に沿った避難所運営マニュアルの作成促進等に取り組みます。

●

消防団員数 人 消防団の団員数 132 132 132 132

担当所管
（R1） R６ R１０ R１４ （R４） 目標値

中間値
（９月末）

実績値
（年度末）

目標達成度
（当該年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

方向性の内容（改善策）
※３視点評価の点数（１００点満点）が６５点以下の視点については、

現状を改善し、高めていくための方策等について記入
今年度の事業実施計画

成果の方向性
必要性

有効性
コストの方向性

効率性

指標名 単位 算出方法（指標説明）
計画当初 目標値 前年度実績値 今年度の進捗

生活安全部
危機管理課

№ 事業名
今年度の事業評価 今後の方向性

担当所管
実績と課題

担当課
評価

(A/B/C)

３視点

33 50 7 24.4 48.8% 40.7%自主防災組織活動率 ％ 訓練等を実施した自主防災組織数／自主防災組織数 44 60 70 80

所管判定

・災害対策基本法第４２条第１項の規定により、市防災会議は毎年、地域防災計画に検
討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならないことから、防災
会議及び分科会による地域防災計画の修正等の業務に係る庶務を継続する必要があ
る。
・洪水浸水想定区域の指定対象に中小河川が追加されたことに伴い、香芝市総合防災
マップの更新業務を実施する必要がある。
・いつ発生するか分からない大規模災害に備えるため、職員に対する防災研修や訓練
の実施について今後も継続していく必要がある。

生活安全部

・防災会議及び分科会による地域防災計画の修正等の業務に係る庶務を実施する。
・洪水浸水想定区域の指定対象に中小河川が追加されるに伴い、ハザードマップを更
新する。
・職員に対する防災研修を実施する。

90

現状維持

危機管理課

①ー１ 地域防災対策計画関連事業
【実績】
・防災会議及び分科会による地域防災計画の修正等の業務に係る庶務を実施し、
年度中に作業を完了させた。（予定）
・洪水浸水想定区域の指定対象に中小河川が追加されるに伴い、ハザードマップ
を更新し、令和6年３月にホームページにて公表を行うとともに、自治会の協力の
もと広報かしば３月号とともに配布を行った。（予定）
・職員に対する防災研修として、令和５年７月１０日に「令和５年ナラ・シェイクアウ
ト（奈良県いっせい地震行動訓練）」の終了後に、若手職員向けのHUG訓練を実
施した。
【課題】
・全庁的な課題として、各所属が通常業務と並行して、非常時に所掌することに
なる事務についても深く認識し、平時より備えを行っておくよう取り組む必要が
ある。

Ａ

100

現状維持

87

・非常用食料等の数量を維持させるとともに、毛布等については引き続き予算の範囲
内で数量を増加させていく必要がある。
・保存年限を迎える備蓄品について、生活困窮者や自治会への配布といった有効活用
を図りつつ、引き続き更新を行っていく必要がある。
・備蓄品の保管スペースは慢性的に不足しており、今後も指定避難所となっている小
中学校等と調整を行っていく必要がある。

生活安全部

・保存年限を迎える備蓄品について、生活困窮者や自治会への配布といった有効活用
を図りつつ、更新を行う。

90

現状維持

危機管理課

①ー２ 防災用品等備蓄事業
【実績】
・保存年限を迎える備蓄品について、生活困窮者や自治会への配布といった有効
活用を図りつつ、更新を行った。この結果、令和５年度中に食品ロスは発生しな
かった。また、新たな配布先を確保すべく教育部と調整を図り、防災教育の一環
も兼ねて小中学校生徒への配布を初めて行った。（予定）
【課題】
・備蓄スペースが慢性的に不足している。
・非常用食料等の数量を維持させるとともに、毛布等については引き続き数量を
増加させていく必要がある。また、食料等の更新にあたり、フードロスが極力生じ
ないよう、引き続き工夫が必要である。

Ａ

100
現状維持

87

【成果の方向性】
・無料耐震診断事業、耐震改修工事補助事業、耐震シェルター設置工事補助事業の耐
震化支援制度を引き続き実施し、木造住宅の耐震化率の向上を図る。
・耐震改修工事補助事業について、総合支援メニューを活用し、補助制度を行う。
・１月１日に発生した能登半島地震を受け、無料耐震診断事業、耐震改修工事補助事業
は予算枠を拡大して実施する。
・広報紙や文書等により、防災意識の向上と耐震化の必要性・重要性の啓発を行う。
　【コストの方向性】
・無料耐震診断事業、耐震改修工事補助事業の分が拡大（事業には国庫補助金を活
用）。

都市創造部
・無料耐震診断補助事業、耐震改修工事補助事業の実施
・ブロック塀等撤去工事補助事業の実施
・耐震シェルター設置工事補助事業の実施
・市民フォーラム「住まいの耐震・リフォームの個別相談会と展示会」の開催

80

拡大

都市計画課

②ー１ 住宅耐震化啓発支援事業 【実績】
・住宅耐震診断：9件　・耐震改修工事：3件　・危険ブロック塀等撤去工事補助：4
件
・令和5年8月19日(土)に「安全・安心　住まいの耐震・リフォームの個別相談会と
展示会」開催（8組12名参加）
【課題】
・香芝市耐震改修促進計画に基づく目標値を目指して引き続き周知を図る。

Ａ

95
拡充

90

・近年頻発している集中豪雨等による河川氾濫や洪水等の危険性を低減するため、浸
水危険箇所について継続して対策を行う。
・浸水地域の解消に向け、継続して現況調査や原因究明を行い、対策を行う。

都市創造部

・市管理河川及び水路の浸水対策を行う。また、県管理河川に係る事業計画と連携し
て浸水地域の解消を促進する。

100

現状維持

土木課

②ー２ 浸水対策事業
【実績】
・旭ヶ丘、穴虫、下田、藤山、逢坂地内の雨水管渠の設計を実施
・鎌田地内の排水路設計業務を実施
・五位堂地内にて水路改修工事を実施
【課題】
・市内の浸水対策が必要となる箇所について、引き続き測量設計及び工事を実施
する
・今後も増え続ける浸水被害に対し早急な対策が必要となるが、設計を行ってか
ら工事実施の流れになるため、どうしても時間を要してしまう

Ａ

100
現状維持

95

・近年頻発している集中豪雨等による河川氾濫や洪水等の危険性を低減するため、た
め池を活用した治水対策を行う。
・事業の推進にあたっては、国庫補助金および県補助金を最大限に活用し、財政的負
担を軽減していく。

都市創造部

・事業対象候補地となる市内のため池について、計画・検討を行う。

100

現状維持

土木課

②ー３ 大和川流域総合治水対策事業
【実績】
・大和川流域治水に資する整備効果が見込まれるため池の選定を実施
【課題】
・農林課所管の「防災重点ため池整備事業」として整備するため池と重複しないよ
う留意する必要がある
・今後、ため池管理者（地元水利組合）と整備の同意を得る必要がある

Ａ

100
現状維持

95

・消防団員の確保は年々困難となってきており、市民への情報発信を継続していく必
要がある。
・災害の多発化・多様化等により、消防団の役割は年々重要となっているため、団員に
対する訓練事業を継続して実施していく必要がある。

生活安全部
・消防団の活動や重要性を発信するため、「消防だより」を発刊する。
・11月に「防火パレード」、12月末に「年末特別警戒活動（夜警）」を実施する。
・消防団全体及び各分団における訓練を実施する。
・改組に向けた団員の確保、団員数の維持を図る。
・各分団機庫の設備改修等を実施する。

82

現状維持

危機管理課

③ー１ 消防団活性化事業

【実績】
・消防団の活動や重要性を発信するため、令和６年２月に「消防だより」を発刊し
た。（予定）
・11月に「防火パレード」、12月末に「年末特別警戒活動（夜警）」を実施した。
・消防団全体及び各分団における訓練を実施した。
　（4/16:春季合同訓練、9/16:都市消防団長会ブロック別訓練、10/8:秋季合
同訓練ほか）
・改組に向けた団員の確保、団員数の維持を消防団とともに図った。
　（市役所窓口に訪問してきた入団検討者２名への説明・案内・分団との取り次ぎ
等）
・各分団機庫の設備改修等を実施した。（第２分団・第３分団空調など）
【課題】
・消防団員の確保が年々困難となってきている。

Ａ

100
現状維持

95



施策の方向性（改善策）

・自主防災組織が実施する「防災資機材等の整備」「防災士など防災リーダーとなる人
材の育成事業」「防災訓練などの実施費用」などに対する補助金事業を行う。
・出水期前に広報紙で防災に関する特集記事を掲載する。また、防災週間（8/30～
9/5）に合わせ、市役所で啓発パネルの設置を行う。
・市民に対する出前講座や訓練支援を実施する。

74

現状維持

危機管理課

④ー１ 防災意識啓発事業
【実績】
・自主防災組織が実施する「防災資機材等の整備」「防災士など防災リーダーとな
る人材の育成事業」「防災訓練などの実施費用」などに対する補助金事業を行っ
た。（12件）
・出水期前にあたる広報かしば６月号にて、防災に関する特集記事を掲載した。ま
た、防災週間（8/30～9/5）に合わせ、市役所で啓発パネルの設置を行った。
・市民に対する出前講座や訓練支援を実施した。（延べ13件）
【課題】
・避難所運営マニュアルに基づいた防災訓練の実施を自主防災組織等とともに継
続するとともに、「自助」「共助」に関する取組の重要性を引き続き啓発していく必
要があるが、一方で地域におけるコミュニティ活動の担い手が不足している。

Ａ

100
現状維持

95

次年度の方向性

・地域防災対策計画関連事業については、修正した地域防災計画の内容に基づき防災施策を推進し、防災
行政無線の整備（更新）についての検討等を行っていく。
・防災用品等備蓄事業については、非常用食料等の数量を維持させるとともに、毛布等については引き続
き数量を増加させていく。また、不足している備蓄品の保管スペースの更なる確保や、保管環境の向上、食
品ロスの軽減について検討を継続していく。
・消防団活性化事業については、年々困難となっている団員の確保に関し、引き続き消防団と連携し、検討
を継続していく。また、団員が安心して活動できる環境の整備に一環として、公務として自家用車を使用し
た際の交通事故等に備えた災害活動用自動車保険への加入を実施していく。
・防災意識啓発事業については、自助・共助の機運を維持・高揚させるため、防災に係る情報を広報紙や市
公式ＬＩＮＥで周知するとともに、自主防災組織における備蓄品の整備への補助や、訓練・マニュアル作成等
の支援を継続していく。
・建築物の耐震化を促進させるため、無料耐震診断補助事業及び耐震改修工事補助事業並びに地震発生時
の住宅倒壊による人的被害の軽減を目的に、耐震シェルター設置工事補助事業の実施を継続する。
・地震等により倒壊のおそれのある危険なブロック塀等を撤去し、人的被害の軽減や避難経路の確保を目
的に、ブロック塀等撤去工事補助事業の実施を継続する。
・納税通知書を活用した建物所有者等への情報提供により、耐震の必要性について周知・啓発を徹底する。
・近年、集中豪雨等の異常気象が頻発しており、それに伴い増加傾向にある浸水危険箇所について、引き続
き対策を実施する。
・国庫補助金及び県補助金を最大限に活用し、設計・工事を実施する。

Ａ 7 事業 拡充 1

・災害の多発化・多様化等により、共助の要である自主防災組織の役割は年々重要と
なっているため、自主防災組織の活動を支援する補助事業を継続していく必要があ
る。
・自助・共助の機運を維持・高揚させるため、防災に係る情報を広報紙や市公式ＬＩＮＥ
で周知するとともに、訓練やマニュアル作成の支援を継続していく必要がある。
・市民に対する出前講座や訓練支援を継続して実施する必要がある。

生活安全部

1 事業

Ｂ 0 事業 現状維持 6 事業

担当課評価 成果の方向性 コストの方向性

Ｃ 0 事業 縮小 0 事業 縮小

事業 拡大

0 事業

休廃止 0 事業 休廃止 0 事業

現状維持 6 事業



令和５年度 行政評価 進捗管理シート
目指す姿

施策の主な取り組み

■実施する主な事業

◆指標の達成状況

■実施する主な事業

◆指標の達成状況

■実施する主な事業の評価

施策の方向性（改善策）

（第5次総合計画 前期基本計画 81-82 ページ）

政策名 5 まちと人の安全・安心のために。（安全・安心）
市民一人ひとりが防犯に関する知識と意識を持ち、地域ぐるみで治安を守りながら、安
心して暮らすことができている。

施策名 21 生活安全対策の強化

概要 総合戦略

①ー１ 防犯意識啓発事業

毎月の地域安全ニュースの発行や年金給付日に合わせた特殊詐欺防止のための啓発活動など、
積極的な広報活動を実施することで、市民の防犯意識の向上を図ります。また、香芝警察署や地
域安全推進委員等と連携し、地域の見守り活動を実施します。各地域においては、自治会の自主
防犯組織を支援するとともに、連携のもと、防犯カメラ・防犯灯等の設置を促進します。（関連補
助金に関して、「施策１３　地域コミュニティの醸成・活性化　①自治会活動の支援」に記載してい
ます。）

●

ＳＤＧｓ該当分野

① 防犯意識の向上

市民の防犯意識の向上を図り、自主的な防犯活動を促進することで、安全・安心なまちづくり
を推進します。

№ 名称

年間刑法犯認知件数 件 香芝市内における年間刑法犯認知件数（暦年単位） 238 230 220 210 240

今年度の進捗

（R1） R６ R１０ R１４ （R４） 目標値
中間値

（９月末）
実績値

（年度末）
指標名 単位 算出方法（指標説明）

計画当初 目標値 前年度実績値

230 - 314 63.5% 63.5% 生活安全部
生活安全課

目標達成度
（当該年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

担当所管

生活安全部
生活安全課

侵入窃盗関係認知件数 件
市内における年間刑法犯認知件数のうち「住宅対象侵入窃盗」及び
「事業所対象侵入窃盗」といわれる罪種別認知件数の直近４年間の
平均件数(暦年単位)

27 25 22 19

5 7 5 - 21 -220.0%「特殊詐欺」認知件数 件
市内における年間刑法犯認知件数のうち「特殊詐欺」といわれる罪
種別認知件数(暦年単位)

5 5 5

生活安全部
生活安全課

5.0 4.0

19

-220.0%

25 - 15.0 600.0% 600.0%

② 消費者保護の推進

多様化する消費者トラブルを未然に防止するとともに、トラブルに対して適切な相談対応を行
うことで被害を最小限に抑えることに努めます。

№ 名称 概要

4.2 4.0 4.0 96.0% 93.7% 生活安全部
生活安全課

総合戦略

②ー１ 消費生活安全事業
市民からの相談に対し、適切に対応できる相談体制を確保します。また、消費生活に係るトラブ
ルを未然に防止するため、多発しているトラブル例や対処方法について、広報などを通じて啓発
します。

●

「こども110番の家」の協力率 ％ 「子ども110番の家」の協力世帯数／世帯数 4.1 4.3 4.6

担当所管
（R1） R６ R１０ R１４ （R４） 目標値

中間値
（９月末）

実績値
（年度末）

目標達成度
（当該年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

方向性の内容（改善策）
※３視点評価の点数（１００点満点）が６５点以下の視点については、

現状を改善し、高めていくための方策等について記入
今年度の事業実施計画

成果の方向性
必要性

有効性
コストの方向性

効率性

指標名 単位 算出方法（指標説明）
計画当初 目標値 前年度実績値 今年度の進捗

産業振興局
商工観光課

№ 事業名
今年度の事業評価 今後の方向性

担当所管
実績と課題

担当課
評価

(A/B/C)

３視点

95 96 - 95 99.0% 103.3%消費生活相談の解決率 ％ 助言・情報提供・斡旋・紹介により処理した件数／年間相談件数 92 92 92 92

所管判定

・不審電話など特殊詐欺事案が多発しており、認知件数は現時点での暫定値が今年度
目標値を大幅に超過している。大きな被害をもたらしている現状にあることから、啓
発活動に注力する必要がある。
・引き続き不審電話に関する情報が入り次第、速やかに香芝市公式LINEで注意喚起
を行う。
・啓発回数の目標値は達成済だが、特殊詐欺被害が増加していることもあり、出前講
座の実施など、回数を増やすだけでなく、効果を重視した啓発を行っていくため成果
の方向性は拡充とする。また、高齢者の特殊詐欺被害を防ぐため、防犯電話購入補助
の受付件数を増枠するなどコストにおいても拡大とする。

生活安全部

・地域安全ニュースを毎月(年間12回） 配信し、自治会での印刷・回覧作業協力を得て
防犯啓発を行う。
・市公式LINEの活用による定期的(年間6回以上）な防犯情報の発信、及び犯罪発生
が予測される緊急時には注意喚起を行うほか、街頭啓発活動やホームページなどを活
用した啓発活動を実施する。
・高齢者防犯電話購入補助金交付事業の実施・周知により、高齢世帯における防犯電
話の設置を推進し、特殊詐欺被害を抑制する。
・生活安全課所管の防犯カメラのSDカード交換を入札により実施する。
・市が設置する防犯カメラの管理及び点検を適切に行う。
・「子ども110番の家」設置協力を自治会に依頼し、設置数の増加を図るとともに、劣
化した旗の交換を実施し、子どもの目につきやすい環境を整備する。

62

拡大

生活安全課

①ー１ 防犯意識啓発事業

【実績】
・地域安全ニュースを毎月配信した。
・市公式LINEを活用し、不審電話案件が市内で発生した際は、速やかに注意喚
起した。
・特殊詐欺被害が全国的に問題となっているため、出前講座や街頭啓発に注力
した啓発活動を実施した。
・防犯電話購入補助金交付事業では、28件の申請があり、特殊詐欺被害対策推
進に寄与した。
・防犯カメラ計22台のSDカードを更新した。また、警察からの情報提供依頼が
なかったカメラについても、点検を実施（予定）した。
・「子ども110番の家」設置協力を自治会に依頼し、劣化した旗の交換を実施し
た。
【課題】
・防犯カメラ本体が設置から約８年経過しているため、本体についても更新を
検討する必要がある。
・こども110番の家の協力数が停滞しているため、引き続き自治会に協力依頼
を行っていく必要がある。

Ａ

90

拡充

90

【成果の方向性】
要配慮者の保護を強化できるよう、消費者安全確保地域協議会において関係者との
情報共有を進める。また、広報紙やホームページ上にて相談事例を紹介する等、トラブ
ルを未然に防ぐため、啓発活動に取り組む。
【コストの方向性】
コストの方向性は現状維持だが、相談業務においてインターネット販売のサイト等を確
認するためインターネット接続端末を更新する必要がある。

産業振興局
・香芝市消費者安全確保地域協議会について、会議等を通して要配慮消費者の実態や
情報を共有する。
・広報紙や市ホームページにて消費者トラブルに関する注意喚起や啓発記事を掲載す
る。

77

現状維持

商工観光課

②ー１ 消費生活安全事業 【実績】
・香芝市消費者安全確保地域協議会を開催し、構成員と意見交換を行うととも
に奈良県消費生活センターによる研修を実施した。
・広報かしば5月号・11月号に消費生活啓発記事を掲載し、併せて市ホームペー
ジ内にて注意喚起を実施した。
・消費生活センターの開所時間が印刷された付箋メモを制作し、市役所にて配
布した。二十歳を祝う会にて、新成人向けリーフレットを配布した。
【課題】
・消費生活に関する注意喚起や啓発の機会が限定的であり、更なる啓発活動を
検討する必要がある。

Ａ

72
現状維持

87

担当課評価 成果の方向性 コストの方向性

次年度の方向性

・特殊詐欺認知件数が前年度より大幅に増加しており、また詐欺の手口もいっそう多様化しているため、防
犯電話購入補助事業を拡充して継続実施し、市公式LINEを活用した情報発信及び特殊詐欺被害防止啓発
活動についても継続して実施し、高齢者等の防犯意識の向上を図る。
・香芝市消費者安全確保地域協議会の構成員と情報共有・連携し、消費者問題の未然防止、早期解決を図
る。
・デジタル化の進展に伴う消費者被害に対応するため、消費生活センターのインターネット接続端末を更新
する。

Ａ 2 事業 拡充 1 事業 拡大 1 事業

Ｂ 0 事業 現状維持 1 事業 現状維持

休廃止 0 事業 休廃止 0 事業

1 事業

Ｃ 0 事業 縮小 0 事業 縮小 0 事業



令和５年度 行政評価 進捗管理シート
目指す姿

施策の主な取り組み

■実施する主な事業

◆指標の達成状況

■実施する主な事業

◆指標の達成状況

■実施する主な事業の評価

施策の方向性（改善策）

ページ）

政策名 5 まちと人の安全・安心のために。（安全・安心）

正しい交通ルールやマナーが守られ、誰もが安全で安心して過ごすことができる。

施策名 22 交通安全対策の強化

ＳＤＧｓ該当分野

① 交通安全対策の推進

香芝警察署と連携した交通安全に関する啓発活動などを行うことにより、市民の交通安全意識
の高揚を図り、市民参加型の交通安全活動を推進します。また、駅周辺の自転車駐車場・自動
車駐車場の管理や放置自転車等禁止区域での指導・撤去を行い、駐車秩序を保つことで、交通
安全の促進を図り、交通違反や交通事故発生の抑制に努めます。

№ 名称

①ー２ 自転車等駐車場管理事業

（第5次総合計画 前期基本計画

鉄道駅周辺の交通安全を確保・維持するため、適正で効率的な自転車等駐車場の管理・運営を
行います。

83-84

●

①ー３ 放置自転車対策推進事業 放置自転車等禁止区域における指導や撤去を行い、放置自転車の解消を図ります。 ●

概要 総合戦略

①ー１ 交通安全対策啓発事業
香芝警察署や関係団体と連携し、交通安全啓発活動及び交通安全立哨活動を実施します。また、
高齢者の運転免許証自主返納等を支援します。

●

交通事故発生件数 件 年間交通事故発生件数（暦年単位） 182 170 165 160 147

今年度の進捗

（R1） R６ R１０ R１４ （R４） 目標値
中間値

（９月末）
実績値

（年度末）
指標名 単位 算出方法（指標説明）

計画当初 目標値 前年度実績値

170 ー 125 475.0% 475.0% 生活安全部
生活安全課

目標達成度
（当該年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

担当所管

0.0% 生活安全部
生活安全課

放置自転車等撤去台数 台 年間放置自転車等撤去台数 117 110 100 90

280
140

138 130 65 116 89.2%
運転免許自主返納者数
高齢者運転免許自主返納支援事業補助金申請
者数

件
運転免許自主返納者数（暦年単位）
生活安全課で算出

252
（R1暦年
の返納者

数）

260
130

270
135

生活安全部
生活安全課

② 交通安全施設の整備

交通安全施設を整備することにより、歩行者の安全確保に努めます。

№ 名称 概要 総合戦略

②ー１

75 90 54 107 37.0% 142.9%

交通安全施設整備事業
通学路交通安全プログラムなどに基づき、交差点付近の防護柵設置などの安全対策を実施しま
す。

●

指標名 単位 算出方法（指標説明）
計画当初 目標値 前年度実績値 今年度の進捗

担当所管
（R1） R６ R１０ R１４ （R４） 目標値

中間値
（９月末）

実績値
（年度末）

目標達成度
（当該年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

施設整備率 ％
対策済みの箇所数／通学路交通安全プログラムに基づく要対策箇
所数（累計）

85 95 100 100 78 85

担当所管
実績と課題

担当課
評価

(A/B/C)

３視点
所管判定

方向性の内容（改善策）
※３視点評価の点数（１００点満点）が６５点以下の視点については、

現状を改善し、高めていくための方策等について記入

86 71 83.5% 74.7% 都市創造部
公園道路管理課

今年度の事業実施計画
成果の方向性

必要性

有効性
コストの方向性

効率性

№ 事業名
今年度の事業評価 今後の方向性

・毎月１回の街頭立哨指導を行い、継続して児童等の交通安全啓発に努める。
・高齢者の自動車交通事故を防ぐため、コミュニティバス優待乗車証および補助金交
付事業を通じて、引き続き免許返納を促進していく。
・高齢者ペーパードライバー講習など交通安全運動期間におけるイベント実施につい
ても、期間後の問合せなど事業ニーズがあることから継続して実施していく。
・交通安全に関して、ホームページや公式LINE、広報紙など、多様な手段での広報周
知に引き続き努める。

生活安全部
・職員による毎月1回の街頭立哨のほか、地域における交通安全啓発活動を定期的(月
に1回以上）に行う。
・高齢者運転免許証自主返納等支援制度を継続実施・周知し、運転に不安を感じる方
の自主返納を促進する。
・春・秋の交通安全運動期間に合わせ、年齢や属性に応じた交通安全啓発（イベント、チ
ラシや啓発物品の配布等）を行う。
・市公式LINEやホームページの活用により、定期的(年間6回以上）に交通安全啓発を
行う。

85

現状維持

生活安全課

①ー１ 交通安全対策啓発事業

【実績】
・毎月１回、職員による街頭立哨をおこなった。
・高齢者運転免許証自主返納補助制度を、継続して周知・実施した。
・春・秋の交通安全運動期間に合わせ、香芝警察署と協力して交通安全啓発を
行った。
・市公式LINEやホームページの活用により、定期的(年間6回以上）に交通安全
啓発を行った。

【課題】
・交通安全啓発を定期的に実施しているが、人々の意識づけや行動変容は即時
に変化がみられるものではなく、また効果検証も測りがたいものの、継続した
効果的な取組が必要となっている。

Ａ

77
現状維持

82

・指定管理者の選定については、現在作業中である。
・自転車駐車場について、コロナ禍以前の水準には達しないものの、令和２年度から令
和４年度にかけて回復傾向にあることから、鉄道の利用者数推移など、利用実態を検
証する必要がある。
・直近の利用状況を鑑みて、市内７箇所の自転車駐車場における管理人配置時間を１
時間縮減するため、コストの方向性は縮小とする。
・近鉄下田駅自転車駐車場については、今年度は実施設計を行っており、令和6年度
以降に照明改修など工事着手の予定である。
・自動車駐車場について、コロナ禍の最中に現在の無人管理による運営を開始し、今
年度にはコロナ禍前の利用者数水準まで回復する見込みである。

生活安全部

（自転車駐車場）
・香芝市シルバー人材センター協議会を指定管理者として運営・管理を行う。
・現指定管理者の指定期間が令和５年度末で満了となるため、令和６年度以降の指定
管理者を適正に選定する。
・近鉄下田駅地下自転車駐車場の中規模改修について、詳細設計の入札を行い、翌年
度工事に必要な資料を入手する。
（自動車駐車場）
・タイムズグループを指定管理者として無人での運営・管理を行う。
・駐車場の車室の3室を活用し、カーシェアリングを行う。

74

縮小

生活安全課

①ー２ 自転車等駐車場管理事業

【実績】
（自転車駐車場）
・利用者数は前年比で約３万人の微増となった。
・直近の利用状況を鑑みて管理人配置時間を縮減し、指定管理者選定委員会で
の審議、市議会での議決を経て、香芝市シルバー人材センターを指定管理者と
して指定した。（予定）
・近鉄下田駅地下自転車駐車場の中規模改修における設計の入札を行い、翌年
度の照明改修・翌々年度の施設改修に必要な資料を作成した。
（自動車駐車場）
・利用台数は前年比で約8,000台の大幅な増加となった。
・タイムズグループをの指定管理期間を１年間延長として選定委員会から承認
を得た。
・駐車場の車室の3室を活用し、カーシェアリングを実施した。
【課題】
駐車場の利用者数増加には、コロナウイルス感染症の第五類引き下げが理由と
考えられ、利用状況の推移について注視し、今後の駐車場運営について検討す
る必要がある。

Ａ

72

現状維持

72

・引き続き駅周辺における放置自転車移動および保管所における返還業務を委託し、
放置自転車対策事業を実施する。
・令和元年度以降、撤去台数が減少し、アフターコロナ下で放置自転車台数は現状微増
である。鉄道利用者数の推移も注視し、今後の事業計画を検証する。
・自転車等放置禁止区域看板について、劣化状況に応じて改修する。

生活安全部・放置自転車移動指導業務を奈良県シルバー人材センター協議会に委託し、鉄道各駅
周辺の放置自転車禁止区域内の違法駐輪対策を実施する。
・自転車保管所における自転車保管・返還業務を香芝市シルバー人材センター協議会
に委託し、撤去自転車の保管管理及び返還手続きを速やかに実施する。
・放置自転車禁止区域における看板及び区域図の状況を把握調査し、看板等の更新を
昨年度に引き続き実施する。
・撤去後一定期間が経過した自転車を処分告示後に売払処分する。

87

現状維持

生活安全課

①ー３ 放置自転車対策推進事業
【実績】
・月１０回の定期的な自転車撤去業務を委託により実施した。
・撤去車両数は前年度比約20台増加した。
・撤去した自転車等について、適切に保管し、返還手続きについても速やかに実
施した。
・劣化した放置禁止看板について、劣化の状況に応じて更新作業を実施した。
（予定）
【課題】
放置自転車等の撤去数増加には、コロナウイルス感染症の第五類引き下げが理
由と考えられ、状況の推移について注視し、今後の対策について検討する必要
がある。

Ａ

69
現状維持

77

通学路安全プログラムが更新されるたびに、増加する要対策箇所の整備を継続して実
施する。

都市創造部

・通学路安全プログラムに基づき、要対策箇所の整備を行う。

85

現状維持

公園道路管理課

②ー１ 交通安全施設整備事業 【実績】
・通学路安全対策プログラムにおける要対策箇所について63箇所の対策実施
・R3年度の通学路安全対策プログラムにおける市管理の要対策箇所は、スムー
ズ横断歩道以外全てを実施
【課題】
・通学路安全対策要望箇所が急激に増加しているため、未対策箇所増加してい
ること。

Ａ

95
現状維持

95

担当課評価 成果の方向性 コストの方向性

次年度の方向性

・コロナウイルス感染症の第五類引き下げ以降、駅周辺への外出機会が戻りつつあることから、駐車場運営
や放置自転車対策事業を通じた、駅前歩行空間の確保を図り、交通安全対策を実施する。また、外出機会
の増加に伴い、交通事故に遭遇するリスクも増加することから、交通安全啓発活動も継続して実施する必
要性がある。
・個別施設計画に基づき、近鉄下田駅自転車駐車場の中規模改修（令和６年度は照明改修）を計画的に実
施する。
交通安全対策プログラムに基づいて、市内の道路に対して白線、グリーンベルト及び注意喚起標記を設置
するとともに、香芝市内初の横断歩道をマウンドアップするスムーズ横断歩道を設置する。

Ａ 4 事業 拡充 0 事業 拡大 0 事業

Ｂ 0 事業 現状維持 4 事業 現状維持 3 事業

Ｃ 0 事業 縮小 0 事業 縮小 1 事業

休廃止 0 事業 休廃止 0 事業


